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Ⅰ 区の特性と想定される災害 

第１章 住吉区の特性 

第１節 自然特性 

１. 位 置 

住吉区は、大阪市の最南部に位置し、西に住之江区、北に阿倍野区、東に東住吉区、 

大和川を挟んで南に堺市と隣接している。 
 

２. 面 積 

9.40 平方キロメートル 
 

３. 地 勢 

住吉大社から大阪城に至る上町台地と堺市上野芝、三国ケ丘、我孫子、田辺を経て

生野、勝山方面にのびる我孫子台地の二つの丘陵からなる高台地区であり、この丘陵

の中間の千躰、沢之町あたりは、往古は海辺であったといわれている。 
 

第２節 社会特性 

１. 人口、構成 

人口は 151,658 人（Ｒ4.4.1 現在 推計人口）で、年齢別の構成比は 15歳未満 

10.7％、15～64 歳 60.５％、65 歳以上 28.8％という、高い高齢化率となってい

る。 

  

年齢別人口 
 

住吉区 人 数 総人口に対する割合 

総人口     １５１，６５８            ― 

０～１４歳 １６，２１４ １０．７％ 

１５～６４歳 ９１，７３４ ６０．５％ 

６５歳以上 ４３，７１０ ２８．８％ 

                                                                      

     

 

（平成27年、令和２年は国勢調査結果、その他は各年10月1日の推計人口による） 

 

年 次 人 口 世帯数 １世帯当たりの人員（人） 

平成 27年 １５４，２３９ ７１，７１８ ２．１５ 

平成 28年 １５３，８６９ ７２，０３４ ２．１４ 

平成 29年 １５３，４５０ ７２，４０１ ２．１２ 

平成 30年 １５３，３６１ ７３，１８４ ２．１０ 

令和元年 １５３，４１４ ７３，９０５ ２．０８ 

令和２年 １５３，０５６ ７８，０９８ １，９６ 

令和３年 １５２，４７２ ７８，５５４ １．９４ 
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小学校区別人口及び世帯数 

（令和２年国勢調査集計結果による） 

※集計単位である基本調査区が複数の小学校区にまたがっている場合は、推計により世帯数及び人口を算出している。 

２. 避難行動要支援者 

要配慮者（高齢者・障がい者・乳幼児・児童・傷病者・外国人など特に配慮を要す

る者）のうち、自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確

保を図るため特に支援を要する者を避難行動要支援者といい、住吉区では、大阪市保

有情報（※１）と任意登録（※２）により、これらの方を把握している。 

    （※１）大阪市保有情報：要介護３以上の人/要介護２以下で認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の人/身体障がい 1.2 級/知的障がい A/精神

障がい 1 級/視覚障がい・聴覚障がい３.４級/音声・言語機能障がい３級/肢体不自由（下肢.体幹機能障がい）3 級/人工呼吸器装着等、

医療機関等への依存が高い人 を抽出 

（※２）任意登録：身体等の状況によらず、自力避難に不安を抱える方が任意で登録 

 

３. 土地利用 

住吉区は、大阪と泉州・紀州を結ぶ紀州・熊野街道などの交通の要衝として南北交

通が古くから開け、大陸交易の本拠地となっていた。 

小学校区 総 数 世 帯 数 

１世帯当た

りの人員

（人） 

平成27年国勢調査との比較 

人口(概数) 増減 
増減率

（％） 

住吉区計 １５３，０５６ ７８，０９８ １．９６ １５４，２３９ ▲１，１８３ ▲０．７ 

墨江 １１，３７６ ５，６２８ ２．０２ １１，４５３ ▲７７ ▲０．７ 

清水丘 ８，７３９ ４，０９５ ２．１３ ８，５３６ ２０３ ２．４ 

遠里小野 ５，８５０ ３，０６４ １．９１ ５，８２８ ２２ ０．４ 

東粉浜 ９，２８０ ４，４１０ ２．１０ ９，０３９ ２４１ ２．７ 

住吉 １１，６５５ ５，２５６ ２．２２ １１，８１３ ▲１５８ ▲１．３ 

大領 １２，７９９ ６，６１０ １．９４ １３，０３８ ▲２３９ ▲１．８ 

長居 １７，８１５ １０，１９５ １．７５ １７，９６８ ▲１５３ ▲０．９ 

依羅 １４，６３４ ８，３４２ １．７５ １４，９０１ ▲２６７ ▲１．８ 

南住吉 １０，２８２ ４，５８７ ２．２４ １０，４４４ ▲１６２ ▲１．６ 

大空 ７，８０５ ３，６８３ ２．１２ ８，１９４ ▲３８９ ▲４．７ 

山之内 １２，４２６ ６，４０４ １．９４ １２，５７２ ▲１４６ ▲１．２ 

苅田 １２，２３８ ６，５６６ １．８６ １２，４２６ ▲１８８ ▲１．５ 

苅田南 ８，８６２ ４，６３９ １．９１ ８，６０９ ２５３ ２．９ 

苅田北 ９，２９５ ４，６１９ ２．０１ ９，４１８ ▲１２３ ▲１．３ 
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大正 14 年 4 月 1 日に大阪市の第 2 次市域拡張の際、東成郡の 12 町村が大阪市

に編入され住吉区が誕生したが、その後人口増加が著しく、昭和 18 年 4月 1 日の分

増区により、当時の阿倍野区・東住吉区にあたる区域を分離した。 

そして、耕地整理、さらには土地区画整理事業などにより「まちづくり」が進み、

都市形態も大きく変貌した。また、昭和 30 年頃から公営住宅の建設が進み、急激な

人口増と、昭和 33 年から始まった南港埋め立て事業の進捗で市内屈指の大区に発展

し、そのため、昭和 49年 7 月 22 日には「住吉区」と「住之江区」に分区され現在

に至っている。 

現在は、地下鉄、ＪＲ、南海、阪堺電車の各鉄道が区内を縦貫し都心に直結するな

ど、南北交通の至便さと閑静な環境により、大阪市南部の快適な住宅地となっている。 

 

４. 空き家 

     昨今、少子高齢化や人口の減少、あるいは既存の住宅や建築物の老朽化などに伴い、

全国的に空き家が増加しており、住吉区でも、平成 30 年の住宅の空家数は 17,610

戸、空家率は 20.0％と全国平均 13.6％、大阪市平均 17.1％と比べると高い水準に

あり、増加傾向にある。 

これらの空き家の中には適切な管理が行われないまま、放置されているものも多く

みられ、大きな社会問題となっている。空き家は、景観や治安の悪化だけでなく、倒

壊や火災発生のおそれがあるなど、防災性の低下により、災害発生時に被害が大きく

なりやすい場所といえる。 
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第２章 災害想定と被害想定 

住吉区で想定される災害は次のとおりである。 

第３節 自然災害 

地 震 

１.  内陸活断層による地震と被害想定 

 

【内陸活断層による地震】 

陸地の地下（ユーラシアプレートの内部）で活断層がずれ

て起こる地震。 

兵庫県南部地震（阪神･淡路大震災）がその代表例です。 
  

（特徴） 

◆ 揺れている時間が短い。（10 秒から数十秒） 

◆ 震源が浅いため、断層の近くでは揺れが激しい。 

◆ 千年から１万年程度の間隔で発生する。 

 

（１） 区域に影響を与える地震 

陸域で発生するタイプの地震では、上町断層帯地震が区域に影響を与える内陸活断層地

震の中でもっとも発生確率が高く、被害も甚大になると想定されています。 

上町断層帯は、豊中市から大阪市域の中心部を通り岸和田市にまで至る長さ約４２㎞の

活断層です。他にも下図のような活断層が知られています。 
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（２） 住吉区における被害想定 

 

① 上町断層帯地震 

 

地震の名称 
地震規模 

(マグニチュード) 

住吉区において想定される被害等 発生確率 

（30年以内） 震度 死者数 
建物の 
全半壊 

避難想定者数 

上町断層帯地震 ７．５～７．８ ６弱～７ ２６５人 16,369棟 19,810 ２～３％ 

※発生確率（30 年以内）は、文部科学省所管の地震調査研究推進本部による平成 30 年 1 月 1 日を算定基準日とした評価である。 

 

 

上町断層帯地震の震度分布 
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② 生駒断層帯地震、有馬高槻断層帯地震、中央構造線断層帯地震 

 

地震の名称 
地震規模 

(マグニチュード) 

住吉区において想定される被害等 発生確率 

（30年以内） 震度 死者数 
建物の 
全半壊 

避難想定者数 

生駒断層帯地震 ７．３～７．７ ５強～６弱 6人 3,183棟 3,294人 0～0.2％ 

有馬高槻断 

層帯地震 
７．３～７．７ ５弱～５強 ０人 6棟 10人 0～0.03％ 

中央構造線 

断層帯地震 
７．７～８．１ ５弱～５強 ０人 37棟 51人 0.06～14％ 

※発生確率（30 年以内）は、文部科学省所管の地震調査研究推進本部による平成 30 年 1 月 1 日を算定基準日とした評価である。 

 

 

生駒断層帯地震の震度分布 
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有馬高槻断層帯地震の震度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央構造線断層帯地震の震度分布 
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２. 海溝（プレート境界）型の地震と被害想定 

 

【海溝型の地震】 

海洋プレートが大陸プレートの下に沈み込み続けている

ために、ひずみが限界に達すると大陸プレートが跳ね上がっ

て起こる地震。東日本大震災がその代表例です。 
 

（特徴） 

◆ 揺れている時間が長い。（1 分以上） 

◆ 津波が襲ってくる可能性が高い。 

◆ 90 年から 150 年程度の間隔で発生する。 

 

（１） 区域に影響を与える地震 

今後発生が想定される海溝型の地震としては、南海トラフの地震があります。今後 30 年以 

内に発生する確率は、70％～80％とされています。 

 

① 東南海・南海地震 

遠州灘西部から熊野灘及び紀伊半島の南部の海域を経て、土佐湾までの海域で発生する地震

です。東南海・南海地震は、100 年から 150 年の周期でマグニチュード８クラスの巨大地震

が発生しており、今世紀の前半にも発生すると言われています。 
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② 南海トラフ巨大地震 

駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土佐湾を経て日向灘沖までの広い領

域の南海トラフに沿って、複数の大地震が連動して起こると警戒されているマグニチュード９

級の巨大地震。発生確率は低いですが。西日本を中心に極めて甚大な被害が発生すると想定さ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 住吉区における被害想定 

 

地震の名称 
地震規模 

(マグニチュード) 

住吉区において想定される被害等 発生確率 

（30年以内） 震度 死者数 
建物の 
全半壊 

避難想定者

数 

東南海・南海地震 ７．９～８．６ ５弱～５強 １人 765棟 800人 
70％～ 

80％ 

南海トラフ 

巨大地震 
９．０～９．１ ５強～６弱 46人 8,526棟 10,533人 ― 

 

※発生確率（30 年以内）は、文部科学省所管の地震調査研究推進本部による平成 30 年 1 月 1 日を算定基準日とした評価である。 

 

南海トラフ以外の太平洋で起こる地震により、津波が大阪にも影響することがあります。 

例：① 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）：大阪市域の震度２～３、大阪府沿岸に津波注意報 

② チリ中部沿岸地震：大阪府沿岸に津波注意報 

  

〇九州・パラオ
海嶺付近でフィ
リピン海プレー
トが厚くなって
いる領域 
 
〇日向灘北部か
ら南西方向に拡
大 

 

〇プレート境界面深さ約 30 ㎞から深部地震
が発生している領域 
〇プレート境界面深さ 30㎞の位置を修正し、
内側のさらに深い方に広がる 

 

〇震源分布から見
てプレートの形状
が明瞭でなくなる
地域 

 

〇トラフ軸から富
士川河口断層帯の
北側 
〇富士川河口断層
帯の領域も対象と
する 

 

〇想定震源域：プレート境界面約 10 ㎞ 
〇想定津波波深域：10 ㎞からトラフ軸までの
領域は津波自信を検討する 
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① 東南海・南海地震の震度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 南海トラフ巨大地震の震度分布 
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３. 津波の浸水予測 

南海トラフ巨大地震は大規模な津波をともなうと予想されます。大阪市には約110分で

津波が到達し、住吉区では浸水被害が想定されています。津波浸水の想定は以下のとおり

です。 

※住吉区の津波による浸水想定は、墨江・東粉浜・住吉地域の一部に限ります。 

 

 

津波到達時間（地震発生後最短到達時間（分）） 
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４. 液状化の予測 

地震による地盤の液状化について、大阪市域の地層、地下水位及び旧地形をもとに液状

化の発生が予測されています。結果は下図のとおりです。 

 

 

液状化予測図  
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【参考】 大阪市域における地震被害想定  注１） 

項  目 

大阪市域への影響が考えられる地震 

内陸活断層による地震 海溝型(ﾌﾟﾚｰﾄ境界)の地震 

上町断層帯 

地震 

生駒断層帯 

地震 

有馬高槻 

断層帯地震 

中央構造線断

層帯地震 

南海トラフ地震 

東南海・ 

南海地震 

南海トラフ 

巨大地震 

地震規模(ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ) 7.5～7.8 7.3～7.7 7.3～7.7 7.7～8.1 7.9～8.6 9.0～9.1 

発生確率  注２） 2～3％ 0～0.2％ 0～0.03％ 0.06～14％ 70～80％ 

震度 ５強～７ ５弱～６強 ５弱～６弱 ４～５強 ５弱～６弱 ５強～６弱 

建
物
被
害 

全壊棟数 166,800 62,800 4,700 700 8,500 78,900 

 

 

木造 145,700 58,200 4,400 600 8,000 71,100 

非木造 21,100 4,600 300 100 500 7,800 

半壊棟数 109,900 72,300 9,700 1,700 17,700 217,100 

 木造 82,200 59,700 8,400 1,400 15,200 164,900 

非木造 27,700 12,600 1,300 300 2,500 52,200 

火 

災 

炎上 

出火 

1日 325件 81件 4件 0 6件 －注５) 

1時間 162件 41件 2件 0 3件 －注５) 

残火災 6件 0 0 0 0 －注５) 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害 

電
力 

停電率 

(停電軒数) 

約 64％ 

(約 983千軒) 

約 7％ 

(約 105千軒) 

約 1％ 

(約 10千軒) 

約 0.1％ 

(約 1千軒) 

約 2％ 

(約 26千軒) 

約 49％ 

(約 720千軒) 

復旧期間 約１週間 約６日 約２日 約１日 約１日 約 1週間 

ガ
ス 

ガス供給停止率 

（供給停止戸数） 

約 81％ 

(1,195千戸) 

約 32％ 

(475千戸) 

0％ 

(0） 

0％ 

（0） 

0％ 

（0） 

約 53％ 

(約 704千軒) 

復旧期間 約 2～3ヶ月 約 0.5～1.5 ヶ月 約 0.5～1.5 ヶ月 約２週間 ― 約 1ヶ月 注６) 

水
道 

水道断水率 

(断水人口) 

約 45％ 

(1,215千人) 

約 45％ 

(1,215千人) 

約 22％ 

(594千人) 

約 11％ 

(297千人) 

約 20％ 

(540千人) 

約 30％ 注 8） 

（848千人） 

復旧期間 約３週間 約３週間 約 10日 約１週間 約１週間 約２週間注９） 

下
水
道 

下水道機能支障率 

(機能支障人口) 
― ― ― ― ― 

約 5.4％ 

(144千人) 

復旧期間 ― ― ― ― ― 約 1週間 

電
話 

固定電話不通率 

（不通契約件

数） 

約 13％ 

（約 525千回

線） 

約 2％ 

（約 64千回線） 

約 0.9％ 

（約 35千回

線） 

約 0.2％ 

（約 9 千回線） 

0％ 

（0） 

約 48％ 

(約 533千回線) 

復旧期間 約 2週間 約 2週間 約 2週間 約 5日 ― 約 1ヶ月 

人的

被害 

死者 8,500人 1,400人 ～100人 0 ～100人 119,600人 

負傷者 41,000人 37,800人 6,100人 900人 10,300人 53,600人 

避難所生活者 343,500人 148,300人 16,000人 3,000人 28,300人 821,200人 
注１） 上表の数字は、概ね、大阪府自然災害総合防災対策検討委員会（平成 17 年度、18 年度）における

考え方に基づくもので、大阪市内における数値を抜粋したものである。なお、南海トラフ巨大地震に係
る数値については、概ね｢大阪府防災会議 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（平成 25 年度）｣に
おける考え方に基づくもので、大阪市内における数値を抜粋したものである。 

注２） 発生確率（今後 30 年以内）は、文部科学省所管の地震調査研究推進本部による平成 30 年 1月 1 日 
を算定基準日とした評価である。 

注３） 火災は、冬季夕刻・風速 5.3m/s で想定した。「炎上出火」は、地震後に出火した火災のうち家人、隣 
人等による初期消火活動で消火できずに残った火災であり、「残火災」は、炎上出火（1 時間）のうち、 
大規模地震下で自主防災組織が機能しなかった場合を想定し自主防災組織の活動を考慮せず、公設消防 
のみの消火活動で消火できずに残った火災である。 

注４） 自主防災組織が公設消防と協同して消火活動した場合の想定は 0 件である。 
注５） 他の地震との想定条件が異なるため「－」と記載 
注６） ガスにおける復旧期間は供給停止戸数より全半壊戸数を除いた個数を対象としている。また、電力及 

びガスの想定については、それぞれ関西電力及び大阪ガスで実施されたものである。 
注７） 水道の被害想定は、地盤条件に基づく詳細解析により大阪市水道局で算出したものである。 
注８） 津波遡上による影響を除く 
注９） 道路啓開を含め、津波による被害が解消されてからの日数 

注３） 
注４） 

注７） 
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風水害 

５．大きな被害をもたらす台風や集中豪雨（いわゆるゲリラ豪雨） 

台風は、7月から 10 月にかけて日本に接近・上陸するものが多く、強い風とともに広

い範囲に長時間にわたって大雨を降らせます。 

また、近年、限られた地域で短時間に降るいわゆるゲリラ豪雨による浸水被害が多発し

ています。この集中豪雨をもたらす積乱雲（入道雲）は短時間で急激に発達するため、突

発的に大雨が降ります。これは台風などと異なり、予測が非常に困難です。 

 

風と雨の強さ 

 

風の強さと想定される被害 

平均風速（ｍ／秒） 予報用語 想定される被害 

１０以上～１５未満 やや強い風 
風に向かって歩きにくくなる 

傘がさせない 

１５以上～２０未満 強い風 
風に向かって歩くことができない 

高所での作業は極めて危険 

２０以上～２５未満 

非常に強い風 

ものにつかまっていないと立っていられない 

車の運転を続けるのは危険な状態となる 

２５以上～３０未満 
樹木が倒れ始める 

瓦が飛び始める 

３０以上～ 猛烈な風 
屋根が飛ばされる 

木造住宅が壊れ始める 

 

雨の強さと想定される被害 

1時間雨量（ｍｍ） 予報用語 想定される被害 

１０以上～２０未満 やや強い雨 
ざーさーと降る 雨の音で話し声がよく聞き取れない 

長く続くときは注意が必要 

２０以上～３０未満 強い雨 
どしゃぶり 傘をさしていてもぬれる 

側溝などから水があふれることがある 

３０以上～５０未満 激しい雨 
バケツをひっくり返したように降る 道路が川のようになる 

マンホールから水があふれることがある 

５０以上～８０未満 非常に激しい雨 
傘はまったく役に立たない  

地下街に雨水が流れ込むことがある 

８０以上～ 猛烈な雨 
雨による大規模な災害の発生するおそれが強く、 

厳重な警戒が必要 

 
  

台風の強さ 

 

階級 最大風速（ｍ／秒） 

強い ３３以上～４４未満 

非常に強い ４４以上～５４未満 

猛烈な ５４以上 
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【都市型水害の特徴】 

大都市ではアスファルトで固められた部分が多く、大量の雨水が一気に下水道へ流れ込

み、排水の処理能力を超えマンホールや側溝から地上にあふれ、地下街や地下室を襲う災

害も起こっています。地下にいるときは、安全と思い込まず、雨の降り方や降っている時

間に気をつけ、外で何が起きているのかを把握するようにしましょう。階段を流れ落ちる

水の勢いは強く、地上への避難は困難になりますので、地下への浸水が予想されるときは

早めに避難しましょう。 
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６．住吉区で想定される大雨による災害 

（１） 河川氾濫 

長時間雨が激しく降ると、河川の増水により堤防が壊れたり、堤防から水が溢れ出して

浸水します。住吉区では大和川が氾濫した場合に浸水が想定されています。 

    また、寝屋川流域の水位が上昇すると、河川氾濫による壊滅的な被害を防ぐため、下水 

ポンプから河川への放流を抑制することにより、住吉区においては一部地域において内水 

氾濫が想定されています。 
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（２） 内水氾濫 

水路や下水道の排水能力を超える大雨が降ったり、河川の水位上昇により十分に排水で

きなくなると、雨水が溢れ、住宅地や道路などが冠水します。 

大阪市は、市街地の9割までが平坦な低地で自然排水が困難な浸水しやすい地形となって

います。大阪市では、浸水の原因を調査し順次、対策工事を進めるなど、浸水に対するリ

スクの低減を図っていますが、浸水対策が完了した地域でも、これまで浸水がなかった地

域についても想定を超える豪雨など、雨の降り方や地盤の高低によっては浸水が発生する

おそれがありますので、大雨には十分な注意が必要です。 

※ 内水とは下水道のポンプによる排水がなければ、降雨を河川へ排水できない地域の雨水のことをいいます。 
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（３）高潮 

台風や発達した低気圧が通過するとき、潮位が大きく上昇することがあり、これを「高潮」

といいます。高潮は、主に台風や低気圧の中心では気圧が周辺より低いことにより、気圧の

高い周辺の空気は海水を押し下げ、中心付近の空気が海水を吸い上げるように作用する結果

海面が上昇する「吸い上げ効果」と、台風や低気圧に伴う強い風が沖から海岸に向かって吹

くことによって海水は海岸に吹き寄せられ、海岸付近の海面が上昇する「吹き寄せ効果」に

より発生します。満潮と高潮が重なると、潮位がいっそう上昇して大きな災害が発生しやす

くなりますので早めの警戒が必要です。 
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第４節 火災・事故 
 

住宅・ビル等の火災、道路交通の事故、鉄道事故、ヘリコプターや航空機の墜落、石油・ガス・

化学物質の漏れ・爆発などが発生した場合、燃料漏れによる爆発・延焼などの危険性があります。 

また、すぐには原因が特定できない場合や目に見えない有毒ガスの漏れの場合は、危険性がわ

からず、被害を受けることもあります。 

このような火災・事故の現場においては、「警戒区域」が設定され、この区域の外への避難が

呼びかけられる場合があります。このような場合、現場の対応をしている関係機関の職員の指示

に従い、区域外へ速やかに避難しましょう。 

 

１． 火災は人災 

住吉区の令和２年中の火災件数は２８件で、

その主要な原因のうち、放火の疑いのある出火

件数が全体の２５％を占め、次いで「たばこ」

「電気製品」「ライター、ローソク」などで、火

器取り扱いの不注意や不始末が原因で火災が

起きています。火だねは身近にあることを理解

し、細心の注意を心がけることが重要です。 

 

２． 出火の原因となるもの 

わたしたちの身のまわりには、出火の原因と

なる危ないものがたくさんあります。何が危険

なのか、まずは理解しましょう。 
 

① 放置された可燃物 

出火原因で一番多いのが放火です。放火の対象は、「火をつけやすい場所ならどこでも…」と、

どこが狙われるかわかりません。家の周囲やマンション・アパートの通路に新聞紙・雑誌など燃

えやすいものを置かないようにしましょう。そういうところを狙って放火されるケースが目立

ちます。 

② たばこ 

寝たばこ、たばこの火の不始末、たばこのポイ捨て 

③ コンロ 

「ついうっかり」の消し忘れが危険です。揚げ物をしている途中にその場を離れた結果、火災

が発生するケースが後をたちません。 

④ 電気コード 

コードを踏んだり、たばねたり、たこ足配線にするなどにより、コードが発熱して火災になり

ます。コードのつなぎっ放しやペットのコードかじりも危険です。 

⑤ マッチ・ライター 

マッチやライターでの子どもの火遊びが出火の原因になります。また、日差しの強い場所に置

いておくと、熱で自然発火することもあります。 

⑥ ストーブ 

ストーブに洗濯物が触れたり、落ちたりすることで発生する火災も多く見受けられます。 

令和２年火災件数（住吉区） 

放火

25%

たばこ

11%

電気製品

11%ライター、

ローソク

11%

天ぷら油

7%

電気配線類

7%

ガスコンロ

7%

その他

14%

不明

7%


